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ドクターのための相続知識
令和9年から変わる！貸付用不動産
評価の「5年ルール」と相続対策の要点

シニア・プライベートバンカー 佐藤　喜博
令和 8 年度税制改正大綱で、貸付用不動産の相続税評価が令和 9 年 1月か

ら大きく変わります。亡くなる前 5 年以内に取得した賃貸物件は、原則として通常の
取引価額で評価するルールへ。いままで活用されてきた相続財産の評価額圧縮方
法に注意が必要となります。改正の全体像と相続対策への影響を整理します。

◎ 本記事をお勧めする方
賃貸マンションや収益不動産を所有されている方
相続対策として早期の対応を検討されている方

※ 上記は、２０２６年 5月現在の税制・税率及び令和８年度税制改正大綱（令和 7年 12月19日公表）に基づ
き作成しておりますが、あくまでも概要について説明した参考情報（値）であり、その内容の正確性をお約束す
るものではありません。また、税制・税率は将来変更されることがあります。なお、個別の取扱いにつきましては、
所轄の税務署の判断によりますので、お客さまご自身にて所轄の税務署または税理士にご確認ください。改
正内容は今後発遣される通達により確定します。詳細につきましては、税理士・弁護士等にご確認ください。

ポイント1：「５年以内取得」の貸付用不動産は通常の取引価額で評価される
令和 8年度税制改正大綱では、市場価格と通達評価額の乖離を利用して相続税

を大幅に圧縮する事例が把握されたことを背景に、貸付用不動産の評価方法が見直
されました。
改正の背景には、令和 4年 4月の最高裁判決があります。相続直前に多額の借

入で賃貸不動産を取得し、通達評価額約 3.3 億円に対し鑑定評価額が約 12.7 億円
となった事案で、財産評価基本通達の総則 6項を適用し通常の取引価額による評価
が認められたものです。
改正の核心は、課税時期前 5年以内に取得または新築した一定の貸付用不動産

は、原則として課税時期における通常の取引価額で評価する点です。
ただし、課税上の弊害がない場合に限り、取得価額を基に地価変動等を考慮した

価額の100 分の 80に相当する金額で評価できる例外規定が設けられています。
従来は貸付用不動産での評価額圧縮が可能でしたが、相続発生前 5年以内取得

の貸付用不動産はこの圧縮効果が大幅に縮小します。

ポイント2：施行は令和９年１月１日！経過措置と適用除外のルールを押さえる
本改正の施行スケジュールと適用関係を時系列でまとめると以下のとおりです。
・令和 7年 12月26日  令和 8年度税制改正大綱 閣議決定（貸付用不動産 5年

ルール明記）
・令和 8年 3月31日 令和 8年度税制改正法 成立
・令和 8年中 財産評価基本通達の改正・発出 予定
・令和 9年 1月1日 新ルール適用開始（以後の相続・遺贈・贈与に適用）
・経過措置　通達に定める日までに、5年以上保有の土地上に新築した家屋は対象外
上記より、令和 8年 12月31日までに開始した相続等は従来評価が適用されます。

経過措置の要件は「通達に定める日までに、同日の5年前から所有する土地上に新
築した家屋」であり、長期保有の自己所有地での建築は要件を満たします。「一定の
貸付用不動産」の範囲や課税上の弊害の判断基準は、今後の通達で確定します。

ポイント３：実務への影響と対応の三つの方向性－計画的な見直しが必要
実務への影響は三つあります。第一に、相続発生直前の取得による評価額圧縮策

は、5年以内の取得分について効果が縮小します。
第二に、5年保有を超えれば従来の評価方法に戻るため、計画的な早期取得の重

要性が高まります。
第三に、取得価額×80%評価は、これまで個別事案で問題となった総則 6項適用

リスクに比べ、予測可能性が確保される点で実務上の安定性が向上します。
対応の方向性は三つです。第一に、すでに5年超保有の物件はそのまま保有し、

次世代への承継計画を整える。第二に、新規取得は5年保有を前提とした中長期計
画に組み替える。
第三に、短期保有を前提とした評価額圧縮スキームは早期に見直し、生前贈与や

生命保険の非課税枠活用など別の税負担軽減手段と組み合わせた総合的対策に切
り替えることが重要です。

まとめ：通達発遣前に保有不動産の棚卸しを－中長期視点の相続対策に転換する
本改正は貸付用不動産を活用した相続対策に大きな影響を与えます。相続発生時

期から逆算して賃貸物件を購入する手法は、5年以上の保有期間が必要となり、今ま
で以上に対策の前倒しと早期計画化が求められます。
今すぐ着手すべきは、現在保有する不動産の取得時期・保有期間・用途区分・取

得価額の整理です。これにより改正の影響を受ける物件と受けない物件、経過措置の
対象物件が明確になります。
相続対策は短期勝負ではなく中長期の視点で組み立てる時代に入りました。現状の

資産構成を踏まえた個別の試算や評価額シミュレーションをご希望の方は、文末の連絡
先までお気軽にお問い合わせください。




